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【下請法の改正事項の概要】

下請法・下請振興法の改正について

　近年、労務費・原材料費・エネルギーコストが急激に上昇しており、「物価上昇を上回る賃上げ」
を実現するためには、事業者が賃上げの原資を確保することが不可欠となっています。
　また、中小企業をはじめとする事業者が各々賃上げの原資を確保するためには、サプライ
チェーン全体で適切な価格転嫁を定着させる「構造的な価格転嫁」の実現を図っていくことが重
要です。
　このような中、協議に応じない一方的な価格決定など、価格転嫁を阻害し受注者に過度な負担
を強いる商慣習を是正することで、取引の適正化と価格転嫁の円滑化を図るべく、　令和 7 年 5
月に下請法・下請振興法の改正法が成立しました。以下に、その主な改正事項の概要を示します。
　※施行期日：令和８年１月１日（ただし、一部の規定は本法律の公布の日から施行。）

【改正の背景】
⇒コストの上昇が続く中で、協議を行わずに価格を据え置いたり、コスト上昇に見合わない価格

を一方的に設定したりするなど、上昇分を適切に価格へ転嫁できていないという問題が見受
けられています。

⇒こうした状況を踏まえ、適正な価格転嫁を可能とする取引環境の整備が求められています。

【改正のポイント】
⇒「市価」の認定が必要となる買いたたきとは別に、対等な価格交渉を確保する観点から、新た

な規定が設けられます。具体的には、中小受託事業者から価格協議の申し出があったにもか
かわらず協議に応じない行為、委託事業者が必要な説明を行わず一方的に代金を決定して中
小受託事業者の利益を不当に害する行為が禁止されます。

　【下請法・下請振興法改正の背景・趣旨等】

　① 協議を適切に行わない代金額の決定の禁止【新第５条第２項第４号関係】

出典：中小企業庁「下請法・下請振興法改正法の概要」
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★団体協約の概要

【改正の背景】
⇒支払手段として手形等を用いることにより、発注者が受注者に資金繰りの負担を強いる商慣習が

依然として残っています。

【改正のポイント】
⇒中小受託事業者の保護を強化するため、今般の指導基準の変更をさらに進め、本法上の支払手段

として手形払いを認めないこととなります。
⇒電子記録債権やファクタリングについても、支払期日までに代金相当額（手数料等を含む満額）

を受け取ることが困難なものは、支払手段として認めないこととなります。

　② 手形払等の禁止【新第５条第１項第２号関係】

今回の改正により、価格協議を通じた対等な交渉の仕組みが強化されましたが、個々の事業者が単独
で取引条件を改善するには限界がある場合も少なくありません。そこで、中小企業等協同組合法（以下「中
協法」）及び中小企業団体の組織に関する法律に基づく「団体協約（組合協約）」の制度を活用することで、
独占禁止法の適用が除外され、大企業に対して団体で転嫁にかかる価格交渉を行うことできます。

以下では、その団体協約の概要を紹介します。

このようなとき、力が優位にある事業者と対等な立場で契約条件について交渉し、取り決
めるための手段として、団体協約の締結が認められています。組合は、組合員の取引先事業
者等と、提供する財、サービスの価格、提供・納入の期日や方法などの取引条件について団
体交渉を行い、団体協約を締結することができます。団体協約で締結された取引条件は、組
合員と、団体協約を締結した事業者との間の個別の契約に適用され、団体協約に定める基準
に違反して契約した部分については、その基準に従って契約したものとみなされます。

団体協約とは、中協法に基づき、組合員の
経済的地位の改善のために、事業者との間で
結ぶ、取引条件に関する取り決めのことです。

例えば、取引を行う事業者間で、力関係に
優劣があれば、力が劣位にある事業者は、力
が優位にある事業者の求める取引条件を受入
れざる得ません。もし、力が優位にある事業
者の求める取引条件を受入れない場合には、
その事業者との継続的な取引関係を失うこと
につながる可能性があるからです。
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【改正の背景】
⇒発荷主から元請運送事業者への委託については、本法の対象外とされており、独占禁止法の物流

特殊指定により対応しています。
⇒一方で、立場の弱い物流事業者が荷役や荷待ちを無償で強いられるなど、荷主と物流事業者との

間における荷役・荷待ち問題が顕在化しています。

【改正のポイント】
⇒発荷主が運送事業者に物品の運送を委託する取引を、本法の新たな対象類型として追加し、問題

に機動的に対応できるようになります。

【改正の背景】
⇒実質的には事業規模が大きいにもかかわらず、当初の資本金が少額である事業者や、減資を行う

ことで本法の対象外となっている事例があります。
⇒本法の適用を回避する目的で、受注者に対し増資を求める発注者が存在します。

【改正のポイント】
⇒適用基準として、新たに従業員数の基準が追加されます。
⇒具体的には、本法の趣旨や運用実績、取引実態、事業者にとっての分かりやすさ、既存法令との

整合性などを踏まえ、製造委託等については従業員数 300 人、役務提供委託等については従業員
数 100 人の基準が新たに設けられます。

【改正の背景】
⇒現在、事業所管省庁には調査権限のみが与えられており、公正取引委員会・中小企業庁・事業所

管省庁の連携した執行体制をさらに強化していく必要があります。
⇒事業所管省庁（例：「トラック・物流 G メン」など）へ通報した場合には、本法における「報復

措置の禁止」の対象とされていません。

【改正のポイント】
⇒事業所管省庁の主務大臣に指導・助言権限を付与されます。
⇒中小受託事業者が申告しやすい環境を確保すべく、「報復措置の禁止」の申告先として、現行の公

正取引委員会及び中小企業庁長官に加え、事業所管省庁の主務大臣を追加されます。

　③ 運送委託の対象取引への追加【新第２条第５項、第６項関係】

　④ 従業員基準の追加【新第２条第８項、第９項関係】

　⑤ 面的執行の強化【新第５条第１項第７号、第８条、第１３条関係】
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【改正の背景】
⇒本法における「下請」という用語は、発注者と受注者が対等な関係ではないという語感を与える

との指摘があります。
⇒時代の変化に伴い、発注者である大企業の側でも「下請」という用語は使われなくなっています。

【改正のポイント】
⇒用語については、「親事業者」を「委託事業者」、「下請事業者」を「中小受託事業者」、「下請代金」

を「製造委託等代金」などに改正されます。
⇒あわせて、法律の題名も「下請代金支払遅延等防止法」から「製造委託等に係る中小受託事業者

に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法律」へ改正されます。

【改正の背景】
⇒製造委託の対象物は物品等の製造に用いられる金型に限られており、木型や治具などは対象外と

なっています。
⇒書面交付義務については、下請事業者の事前承諾がある場合に限り、書面の交付に代えて電磁的

方法による必要的記載事項の提供を行うことができます。
⇒下請代金の支払遅延については、親事業者に対し代金支払や遅延利息の支払を勧告する規定があ

るが、減額については規定が設けられていません。
⇒受領拒否等をした親事業者が勧告前に受領した場合や、支払遅延後をした親事業者が勧告前に代

金を支払った場合に、勧告が可能かどうか規定上明確ではありません。

【改正のポイント】
⇒専ら製品の作成に用いられる、木型・治具等についても、金型と同様に製造委託の対象物に追加

されます。【新第 2 条第 1 項関係】
⇒書面交付義務については、中小受託事業者の承諾の有無を問わず、必要的記載事項を電磁的方法

で提供できるようになります。【新第 4 条関係】
⇒減額を遅延利息の対象に追加し、代金の額を減じた場合には、起算日から 60 日した日から実際

の支払日までの期間について遅延利息を支払わなければなりません。【新第 6 条第 2 項関係】
⇒違反行為が既に是正されている場合等の勧告規定を整備し、勧告時点で委託事業者の行為が改善

されていた場合でも、再発防止策等を勧告できるようになります。【新第 10 条関係】

　⑥「下請」等の用語の見直し【題名、新第２条第８項、第９項関係】

　⑦ その他の改正事項
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中小企業の労働力確保・省力化対策セミナー
〜労働環境整備研究会を開催〜

中央会青年部会がボランティア活動に参加

▶サプライチェーンの取引段階が深くなるほど、価格転嫁割合が低下しています。
▶直接の取引先にとどまり、さらにその先の「数次先取引先」まで含めた価格交渉を行わない

商習慣が存在します。

▶地方での価格転嫁を推進するためには、都道府県ごとの取引適正化への取組が重要となって
います。

▶下請Ｇメンのヒアリング結果、価格交渉促進月間における調査結果を受けて、価格交渉・価
格転嫁等の状況が芳しくない事業者に対し、主務大臣による指導・助言を実施しています。

⇒ 取引方針が改善される等、一定の効果があります。
▶他方、何度か指導・助言を受けても、取引方針が改善されない事業者も存在します。
⇒ こうした事業者には改善の意思はあるものの、具体的にどのような取組を行うべきか十分に

検討できていないケースがあります。

▶トラック運送の価格転嫁率は全業種で最下位であり、商流の源（発荷主ｰ元請運送）から価
格転嫁を推進する必要があります。

⇒運賃を交渉で決めるという商習慣を業界で定着させることが重要となっています。
▶サプライチェーン全体で円滑かつ迅速な価格転嫁を定着させるには、資本金の大小関係がな

い取引でも価格転嫁を推進する必要があります。

【改正内容①】（多段階の事業者が連携した取組への支援）
▶サプライチェーンにおける複数（2 社以上）の取引段階にまたがる事業者が策定する振興事

業計画について、承認・支援できる旨が新たに追加されます。　
⇒直接の取引先との関係にとどまらず、サプライチェーン全体での取引適正化を促すメッセー

ジとなります。

【改正内容②】（国・地方公共団体の責務規定新設）
▶地方公共団体は受託中小企業の振興に必要な取組の推進等に努める、国・地方公共団体等が

密接な連携の確保に努める旨が規定されます。
⇒全国規模で価格転嫁を推進する観点から、全国 47 都道府県に設置されている「下請かけこみ

寺」に寄せられる中小企業の声を一層活用するため、連携強化が図られます。

【改正内容③】（主務大臣の権限強化「勧奨」）
▶主務大臣が指導・助言したものの、状況が改善されない事業者に対して、より具体的措置を

示して、その実施を促す（「勧奨」する）ことができる旨が規定されます。
⇒ 価格転嫁・取引適正化の実効性を高めることが期待されます。なお、下請法違反事業者に対

しては下請法に基づき対応されます。

【改正内容④】（適用対象の追加）
▶①発荷主 - 運送の取引（下請法と同様）②従業員の大小関係がある委託事業者（下請法より広

い）が追加されます。
⇒中小企業同士等、下請法の対象外の取引も含めて、支援または指導・助言・勧奨の対象とし、

価格転嫁・取引適正化を浸透さることが狙いとなっています。

【その他の改正内容】
▶「下請」等が含まれる用語が、振興法においても改正されます。
　「下請中小企業」⇒「受託中小企業」 、「親事業者」⇒「委託事業者」、「下請中小企業振興法」

⇒「受託中小企業振興法」

　課題① サプライチェーンの深層における取引適正化対策

　課題② 地方公共団体における取引適正化対策

　課題③ 主務大臣による指導助言を受けても改善しない例

　課題④ 「発荷主 - 元請運送事業者の取引」、「資本金基準で捉えられない取引の価格転嫁」

【下請振興法の改正事項の概要】
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中央会の動き

8 月 28 日、鹿児島市のサンロイヤルホテルにて、「中小企業の労
働力確保・省力化対策セミナー」と題し、「自衛隊若年退職者等の
雇用」と「省力化投資補助金」についての研究会を開催しました。
「自衛隊若年退職者等の雇用」では、自衛隊鹿児島地方協力本部

より講師をお招きし、退職予定自衛官の再就職支援制度についてご
講話いただきました。

若年退職者等とは、自衛隊の精強性を保つために 55 ～ 58 歳（若
年定年制自衛官）又は20代～30代半ば（任期制自衛官・自衛隊新卒）
で退職する者であり、厳しい訓練や様々な資格を保有しているため、
退職後も多くの企業等で即戦力として活躍しています。

人手不足により労働力の維持及び確保が困難となる中、参加者は、
労働力確保に繋がる退職予定自衛官の再就職支援制度の活用方法や、生産性向上のための設備投資に活用でき
る省力化投資補助金の概要について、理解を深めた様子でした。

8 月 24 日、本会青年部会（堂園春樹会長）が「第 23 回かごしま錦江湾サマーナイト大花火大会」のボラ
ンティア清掃（鹿児島市）に参加しました。

地域貢献と青年部会員同士の業種の垣根を超えた交流促進を目的としており、7 団体 61 名が参加しました。
当日の清掃活動は朝 8 時から行われ、天候にも恵まれた中で楽しみながら活動でき、会員間が親睦を深め

つつ、まちをきれいにすることができました。今後も、青年部会及び組合青年部の活性化につながる取組を
推進してまいります。

中小企業の労働力確保・省力化対策セミナー
〜労働環境整備研究会を開催〜

中央会青年部会がボランティア活動に参加

セミナーの様子

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

個個人人旅旅行行かからら団団体体旅旅行行ままででおお気気軽軽ににごご相相談談くくだだささいい  
 
 

近近畿畿日日本本ツツーーリリスストト株株式式会会社社  鹿鹿児児島島支支店店    
支支店店長長  黒黒田田  進進一一  

〒〒889922--00882288  鹿鹿児児島島市市金金生生町町44--1100  アアーーババンンススククエエアア鹿鹿児児島島ビビルル 33階階  
              TTEELL：：009999--222233--33220055    FFAAXX：：009999--223399--88115599  

((平平日日 1100::0000～～1177::0000  土土日日祝祝休休みみ))  

参加団体（順不同）
◆ 鹿児島県環境整備事業協同組合青年部会　　　　　◆ 鹿児島市管工事協同組合青年部会
◆ 鹿児島市中央卸売市場青果食品協同組合青年部会　◆ 鹿児島県漬物商工業協同組合青年部会
◆ 鹿児島電気工事業協同組合青年部会　　　　　　　◆ 鹿児島県生コンクリート工業組合青年部
◆ 鹿児島県冷凍空調工業保安協会青年部会　　　　
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中央会職員リレーコラム（第 11 回）
身近な出来事を話題にした中央会職員リレーコラムを定期的に掲載いたします。

連携情報課
主査　濵田　卓生
趣味：グルメ巡り

私は、商店街の仕事に携わるなかで、多くの気づきを得
ています。商店街は依然として厳しい経営環境にあります
が、「どうすれば活気を取り戻せるのか」という問いは、常
に議論の中心にあります。

そのような中、全国商店街（振連）の職員講習会で、「愛
され続ける商店街づくりには『思い出づくり』が必要だ」
という発表を聞き、ハッとさせられました。

私自身も、子どものころに天文館で買い物をした思い出
や、偶然出会ったイベント、ワクワクしながら歩いた商店
街での体験があり、今でも仕事帰りに天文館へ立ち寄るこ
とが生活の一部となっています。

商店街は、来街者が買い物や食事を楽しみながら思い出
を積み重ね、「また訪れたい」と思える場所であり続けるこ
とが大切だと感じています。
「人生は思い出でできている」という言葉があります。今

後も支援を通じて来街者の「思い出づくり」と「思い出し
づくり」を支えていきたいと考えています。

令和 7 年 8 月 20 日、「種子島なかたね仕事サポー
ト協同組合」が設立しました。

本組合は、県内 12 例目の特定地域づくり事業協
同組合として、各種商品小売業、自動車整備業、専
門料理店、書籍・文房具小売業、運輸に附帯するサー
ビス業、農業サービス業の 6 事業者で構成されてい
ます。

代表理事に就任した永濱浩二氏は「中種子町では、
人口減少が続いており、地域産業の担い手確保が大
きな課題となっている。特定地域づくり事業を通じ
て、安定した雇用環境を整備しつつ地域外からの移
住・定住を積極的に推進し、官民一体となって地域
経済の活性化に努めていきたい。」と抱負を述べま
した。

種子島なかたね仕事サポート協同組合（熊毛郡中種子町）の設立が認可

組合員及び中種子町並びに関係者の皆様

〔組合プロフィール〕

名  　称：種子島なかたね仕事サポート協同組合
所 在 地：鹿児島県熊毛郡中種子町野間 5186 番地
代表理事：永濱　浩二（写真前列左から 3 番目）
組合員数：6 人

新設組合紹介
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かごしまBiz ホールをご利用下さい

インフォメーション

鹿児島県中小企業会館１階に設置しました「かごしま Biz ホール」は、会館での業務開始以来多くの
皆様にご利用いただき、まことにありがとうございます。

一方で、導入費用等の面から、ハイブリッド型に対応した講習会や会議のための設備が十分ではなく、
利用者の皆様方にご不便をおかけしておりました。

そこで、厚生労働省の「働き方改革推進支援助成金（団体推進コース）」を申請し、この度採択いた
だきましたので、86 インチのモニター２台や講師用カメラ等、ハイブリッド型に対応した設備を導入
するとともに、設備導入により会議の準備も簡便化されたことで、これまでハイブリット型講習会・会
議を開催したことのない皆様にも安心してご活用いただけるようになりました。

つきましては、この設備を組合の皆様方の講習会や会議等に活用いただくため、令和８年１月末日ま
での間、特別料金を設定しましたので、この機会にぜひご利用下さい。
【お問合せ】鹿児島県中小企業団体中央会　総務企画課　℡ 099（222）9258
なお、会議室の予約はホームページからお願いいたします。
　https://www.satsuma.or.jp   かごしま Biz ホールアイコンをクリック下さい

厚生労働省の働き方改革推進支援助成金（団体推進コース）は、事業主団体などが、その傘下の事業
主のうち、労働者を雇用する事業主（以下「構成事業主」といいます）の労働条件の改善のために、時
間外労働の削減や賃金引き上げに向けた取組を実施した場合に、重点的に助成金が支給されるものです。

事業協同組合、協業組合、商工組合、商店街振興組合等での利用も可能ですので、ご検討される方は、
ホームページ（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000200273.html）をご参
照下さい。また、申請については中央会までご相談下さい。

●　ハイブリッド対応の 86 インチモニター２台（PC 画面表示にも対応）
●　講師の表情を映すためのカメラ
　※　音響設備は既に設置済のものを改良してあります。

新たに導入した設備

働き方改革推進支援助成金（団体推進コース）について

会員向け特別料金（令和 8年 1月末まで）

 
9:00 ～
12:00

9:00 ～
17:00

13:00 ～
17:00

時間貸 収容人数（3 人掛けの場合）

大会議室 21,000 56,000 28,000 9,000 スクール 144 人，ロの字 78 人

中会議室 12,000 32,000 16,000 5,000 スクール 60 人，ロの字 60 人

小会議室 令和 8 年 1 月末日までは中会議室をご利用下さい

（単位：円）

10
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業界情報
INDUSTEY 

INFORMATION
鹿児島県内の景況について
令和 7 年 7 月
令和7年7月期における鹿児島県内45組合（傘下組合員数4,160社）の景況は次のとおり。

【前月比】 【前年同月比】
「売上高」が 5 ポイント「収益状況」が 6 ポイント

それぞれ改善するなど、下げ止まりの兆しが見られる。
一方、厳しい暑さが来客数の減少を招いており、自

動車販売業や商店街を中心に売上の減少を危惧する声
が上がっているほか、従業員の熱中症対策など作業効
率の低下が懸念される。

【食料品（味噌醤油製造業）】
今年は例年にない早い梅雨明けにより、7月は連日猛
暑続きだった。例年、この時期はめんつゆが需要の本
番を迎え、今年は天候にも恵まれ概ね順調な売上で
推移したようだ。しかし、味噌に関しては猛暑だけで
なく米の価格高騰が仇となり、思うような売上が得
にくい状況にあり、苦戦を強いられたようである。

【食料品（酒類製造業）】

【食料品（漬物製造業）】
各社原料不足により、生産調整を余儀なくされてい
る。そのため、積極的な売込ができていない。

【食料品（蒲鉾製造業）】

猛暑のため、蒲鉾製造現場も高温になり、従業員が熱
中症にならないか毎日危惧している。トランプ関税
の影響は、今のところは無いように聞いている。すり
身は魚の水揚げが少なく、価格が徐々に上がってい
る。お中元の数量が若干下がっているが、少子高齢化
を考えると仕方がないと考えている。8月は、お盆の
帰省客に練り製品を食べていただき、お土産として
購入していただきたい。

【食料品（鰹節製造業）】
鰹の相場が安定してきた。輸入物が少なくなり、同業
者は国産の巻き網漁による原料中心に製造している
ようである。鯖に関しては高値が続いている。

【食料品（菓子製造業）】
今年の夏は非常に暑く、ジェラート、かき氷、葛キャ
ンディーなどの冷菓に力を入れている店も多くなっ
ている。新燃岳の噴火や悪石島の地震などが、全国
ニュースで報道されるので、霧島方面で観光客が減
少するなど影響が出ていると聞いた。

【食料品（茶製造業）】
共同販売実績の対前年度売上は156.0％（対前年7月
売上1,197.7％）であった。京都の販売会にて、緑茶の
需要が高まり、価格が上昇して売上も好調であった。

「売上高」が 7 ポイント「収益状況」が 8 ポイント
と大きく改善したが、「業界の景況」は依然として低い
水準にある。

また、「設備操業度」が 3 ポイント「雇用人員」が 2
ポイント悪化しており、生産性向上が課題となってい
る。

製　造　業 

DI 値とは、前月又は前年同月から「好転・増加」したとする回答数から「悪化・減少」したとする回
答数を差し引いた値です。

移出
数量

区　　分

製成数量

在庫数量

県 内 課 税

県 外 課 税

県外未納税

　（令和7年7月分データ）　　　　　　　　 （単位：㎘・％）
R6.7 R7.7 前年同月比

4,228.3

2,855.4

4,084.0

1,684.4

181,958.6

3,048.2

2,798.7

4,141.2

1,560.1

181,055.8

72.1%

98.0%

101.4%

92.6%

99.5%

【DI 値 前月比】 【DI 値 前年同月比】
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【本場大島紬織物製造業】
検査反数は209反であり、前年同月比12.0％減少し
た。8月に県内で販促イベントが開催されるので、売
上に期待したい。

【木材・木製品】
主力商品である製材製品の需要不振は長期にわたり
継続しており、回復の兆しは見えない。加えて、酷暑
の影響もあり素材丸太の入荷にも陰りが見え始めて
おり、閑散とした状況である。不安定なトランプ関
税の行方や国内の困窮した政情もあり、エンドユー
ザーの木材需要に向けた食指は活性化しそうにない
状況である。

【木材・木製品】
鹿児島県の5月分の新設住宅着工戸数は485戸で
前年同月比72.0％であり、うち木造は337戸で同
78.0％、木造率は69.5％と4月からの改正建築基準
法の施行（4号特例の対象縮小）に伴う若干の駆け込
み需要が一服し、反動減となってきた模様である。県
産スギ丸太4ｍ中目材の6月の価格は、米国の関税措
置で輸出の先行きが不透明なため、C材丸太の価格
が弱含み、若干下げてきているものの、木質バイオマ
ス発電等の低質材が丸太全体の価格を底上げしてお
り、前年同月比95％にとどまっている。
一方、スギ製品の柱角の6月の価格は、前年同月比
98％、KD材も同97％と昨年と比べて僅かに下げの
状態である。製材所は今月も原木高の製品安が続い
ており、厳しい環境となっている。

【生コン製造業】
出荷量は合計78,584㎥（官公需39,966㎥、民需

【水産物卸売業】
対前年同月比で、数量86.1％、金額106.6％、単価
123.8％となった。対前月比は数量85.4％、金額
98.1％、単価114.8％となった。魚類市場での取引、
漁獲量の多くシェアを占めているカツオが、昨年度
と比べて60％程度であるため、数量が減少している。
太物（マグロ）の取引は安定している。

【燃料小売業（LPガス協会）】
8月積みサウジアラムコ産の液化石油ガスはプロパ
ン520ドル(前月比△55)、石油化学原料のブタンが
490ドル（前月比△55）とかなり下がった。LPガスは
不需要期、極東の猛暑で需要は低迷した。米国市場を
見ると不需要期を迎えても需要は堅調、関税問題で
中国向け輸出は減少したが、輸出は回復傾向である。
供給は天然ガス増産で潤沢、全米プロパン在庫は積
み上げが進み、在庫水準は5年平均レンジの最上位ま
で上昇した。

【中古自動車販売業】
7月は、猛暑日が続いたことで来店客が減少し、厳し
さが増した。円安が続いたことで輸出業者の応札が
活発となった。そのため、価格が高騰し、仕入れが困

38,618㎥）であり、対前年比81.9％（官公需79.9％、民
需84.1％）となった。官公需・民需合計における対前年
比で7地域が増加しており、増加率が大きい順に南隅
123.1％、宮之城81.3％、南薩60.9％となっている。一
方、11地域が減少しており、減少率が大きい順に与論
島59.4％、屋久島52.8％、大隅50.2％となっている。
鹿児島地域は、対前年比で官公需62.0％、民需77.2％
であり、官公需・民需合計で71.8％となっている。

【コンクリート製品製造業】
7月度の出荷量は、4,701トンの前年度同月比
113.7％となった。出荷量は鹿児島地区、奄美地区に
て前年度同月比を下回り、他地区は前年度同月比を上
回った。鹿児島地区においては前年度同月比59.0％
と大きく下回っており、3ヶ月連続で大幅に減少した。
7月度の受注量は前年度よりも半減し、近年、県内各工
場は出荷量の減少に伴い、在庫調整を行っている。こ
れからの公共工事受注増加に期待している。

【鉄鋼・金属（機械金属工業）】
数少ない製作物件を早く終わらせ次に期待したいと
ころであるが、見積があっても受注に至らない。来年
春から夏の物件情報についても「再見積もり」「設計
変更」等で未確定が多い。

【畳製造業】
原材料の高騰に伴い、単価が取れない。

【印刷業】
昨年から廃業による脱退が続いている。今月には老舗
の印刷会社が廃業するとの情報が入っており、業界内
で大きな衝撃を受けている。従業員数十人全員が解雇
されるとのことであり、様々な影響が予想される。

難になり、在庫不足に陥っている。
【青果小売業】

葉物野菜、果物ともに高温障害、異常気象により不作
である。8月に大きな価格変動が予想される。

【農業機械小売業】
米価格の上昇が農家の購買意欲の向上につながって
いる。特に、東日本における米処が上昇している。

【石油販売業】
7、8月はガソリンの需要最盛期にあるものの、諸物
価高、原油急騰時の価格転嫁が遅れており、収益は回
復しきれていない。ガソリン税旧暫定税率の年内廃
止が与野党合意のもと進行中であるものの、多くの
課題も見られる。石油販売業界は、店頭の混乱がなく
ソフトランディングできる制度設計を強く望んでい
る。特に、暫定税率廃止前の手持ち在庫となっている
ガソリンには、高い税率が適用されており、税還付の
可否等、悩ましい問題である。夏場の季節商品である
ガソリン販売に期待すると同時に、熱中症対策にも
万全を期している。

【鮮魚小売業】
シケや猛暑が続き必要な魚の入荷が少なく、高値で

非　製　造　業
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取引されている。桜島の降灰もあり、お客様の来店も
大幅に減少し、苦戦を強いられた。土用の丑の日は、
若干の減少か前年並みであった。

【商店街（姶良市）】
毎日続く猛暑の影響で通りを歩く姿もまばらで、各
店舗とも来客数が伸び悩んでいる。

【商店街（鹿児島市）】
令和7年7月は、初商いから引き続き盛り上がり欠け
る商戦となっている。最低賃金の上昇は労働者には
いいが、中小零細企業は賃上げを実施できない。その
ような中、組合では夏イベントの装飾を設置するな
ど誘客を促しており、10月にはSNSを活用した広報
戦略に関する講習会を開催する予定である。なお、商
業施設との連携型の事業継続力強化計画を策定する
ことが決まり、九州経済産業局に申請中である。

【サービス業（旅館業/県内）】
インバウンドの減少に伴い、前年同月比で95.0％の
減少となった。新しい取り組みを企画し、前向きに行
動している。

【測量設計業】
国家公務員の給与を3％以上上昇させるニュースも
あり、地方企業・民間企業も賃金上昇の波にしっかり
乗れて景気浮揚し、明るい世の中になってもらいた
い。

【建築設計監理業】
7月の公共団体等の入札状況は、件数で81件程度、契
約金額で約2億6,200万円程度であり、前年同月（61
件、約2億4,400万円）と比較すると件数、契約金額と
もに減少となった。また、6月の新設住宅着工戸数は
408戸とここ数年では最低の戸数となっており、対
前年同月比（858戸）も52.45％の大幅減少であり、対
前年同月比は3月連続で減少となった。

【自動車分解整備・車体整備業】
7月の動向もほぼ前年並みであった。車検整備の他に
はエアコン修理が多い様子である。根本的な修理は
コストが多くかかるため、ガス漏れ等はチャージ等
によるシーズンしのぎの依頼もあるようである。

【電気工事業】

人材不足が深刻化している。特に、現場管理者が不足
しており、受注活動に影響を及ぼしている。

【造園工事業】
例年通り、公園草刈り業務や道路草刈り業務、水源地
草刈り業務等に追われるため、作業員の確保が重要
課題である。そのような中、酷暑で非常に厳しい労働
環境の中での作業となり、熱中症等も懸念している。

【管工事業】
6月の新設住宅着工戸数が発表され、前年比△
52.4％と大きく減少した。第1四半期においても前
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https: / /eastasahi .com

の

〒891-0122   鹿児島市南栄3丁目30-7
TEL.099-266-5522  FAX.099-266-5523

その印刷に高付加価値を。
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倒産件数は、依然として直近 5 年でも最多ペー
スで進んでおり、販売不振という不況型倒産が
増加傾向にある。特に、8 月の倒産は負債額が 1 
億円を超える企業は無く、資本金 1,000 万円以
下、従業員数 10 名未満の資本力及び資金力の乏
しい小規模企業における経営環境の悪化がうかが
える。 

企業経営の足元を見ると、予想を上回る物価高

や資材価格の高騰に加え、利上げによる影響が
出てきており、不安定さが増している。更には、
11 月からは鹿児島県内の最低賃金が初の 1,000
円台となる 1,026 円となる予定である。企業経
営に関わる「ヒト・モノ・カネ」のそれぞれにお
いて企業を取り巻く環境は厳しく、今後も不況型
倒産をはじめとした倒産の発生が懸念されよう。 

倒産状況

令和 7 年 8 月　鹿児島県内企業倒産概況
（負債額 1,000 万円以上・法的整理のみ）

㈱帝国データバンク　鹿児島支店

件数 6 件　負債総額 3 億 1,800 万円
〔件数〕前年同月比 3 件増　〔負債総額〕前年同月比 127.1％増

ポイント

～倒産件数、負債総額ともに前年同月比増
加～

◆倒産件数は 6 件で前年同月比 3 件増、前
月比で 2 件減。

◆負債総額は 3 億 1,800 万円で前年同月比
127.1％増、前月比 83.9％減。

【今後の見通し】　

令和 7 年 8 月　主な企業倒産状況（法的整理のみ）

※主因別は「販売不振」5 件、「不良債権の累積」1 件

企業名 業　種 負債総額
(百万円 )

資本金
(千円 ) 所在地 態　様 備　考

U( 株 ) 生鮮魚介卸 90 10,000 北薩地区 破産

( 有 )K 医療用機械器具卸 77 3,000 大隅地区 破産

( 有 )R 電気通信工事業 68 4,000 鹿児島市 破産

( 株 )A 宝石・貴金属製品卸 40 5,000 鹿児島市 破産

( 有 )O 旅館・ホテル 30 3,000 鹿児島市 破産

農事組合法人 N えのき茸生産 13 3,000 北薩地区 破産
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令和7年10月
4日(土)
11：00～

中央会青年部会
「かごんまわっぜかフェスタ’25」
鹿児島市「天神おつきや商店街ぴらも～る」

24日(金)
17：00～

青年部50周年記念講演会
「後継者不在の時代にこそ、“志”が継ぐ
力となる」
鹿児島市「かごしまBizホール」

16日(木)
14：00～

令和7年度ネットワーク活用セミナー
「鹿児島県内におけるサイバー攻撃の実
態とその備え」
鹿児島市「かごしまBizホール」

令和7年11月
6日(木)
9：00～

組合士検定試験対策講座（会計・制度・運
営）
鹿児島市「かごしまBizホール」

30日(木)
14：00～

人材確保・人材育成講習会
「社員のやる気を引き出す『言葉の力』
～ぺップトーク＆質問力～」
鹿児島市「かごしまBizホール」

31日(金)
14：00～

外国人技能実習制度適正化講習会
「育成就労制度によって何がどう変わる
のか～外国人雇用を巡る展望～」
鹿児島市「ホテル・レクストン鹿児島」

今月の表紙
第 29回　名水丸池感謝の夕べ

　鹿児島県姶良郡湧水町にある「丸池湧水」は、環境省の「名水百
選」に選ばれた美しい湧水池です。池の底からこんこんと湧き出す清
水は一年を通して水温が一定で、透き通った青緑色の水面が訪れる
人々を魅了します。
　毎年秋には、丸池の水面やせせらぎの道が約2,000本の竹灯籠に
やさしく照らされ、幻想的な光景が広がり、会場ではキッチンカーに
よるマルシェやステージイベントも行われ、灯りと音楽が織りなす幽
玄の世界をお楽しみいただけます。　　
　この催しは、日頃から私たちを潤し、支えてくれる丸池湧水への感
謝の思いを込めて実施するものです。
　ぜひ、丸池の魅力を全身で感じに、ぜひお越しください。

■　試験日　令和2年12月6日（日）
　　　　　　10：00～16：00
■　試験地　中央会会議室
■　お問い合わせ先　総務企画課
　※　詳細はP11をご確認ください。

中央会創立70周年記念式典・祝賀会

開 催 日　令和７年１２月８日（月）
場　　所　城山ホテル鹿児島
記念式典　１５：００～　
記念講演　１６：００～　
　講　師　オフィス安川代表　
　　　　　安川　周作　氏 （（株）島津興業 元専務取締役）
　テーマ　『日本の産業革命と薩摩
　　　　　　　　～先人に学ぶ経営術～』
祝 賀 会　１８：００～

☆お問い合わせは総務企画課まで

※各種都合により、変更になる場合は改めてご案内いたします。

お問い合わせ

鹿児島県中小企業団体中央会
鹿児島市城山町1番24号 鹿児島県中小企業会館2階

TEL：099-222-9258　FAX：099-225-2904
情報誌へのご意見・ご要望はこちらまで

magazine@satsuma.or.jp

「さつまのメルマガ（略称『さつマガ』）」
の登録はHPもしくは二次元バーコードから!!

https://www.satsuma.or.jp/
mailmagazine

表紙・本文中で登場する
ぐりぶー＆さくらとその子供達は
鹿児島県のＰＲキャラクターです♪

©鹿児島県ぐりぶー  ♯811

「＠湧水町役場商工観光PR課」

中央会関連主要行事予定

16



中小企業かごしま 2025 .9

令和7年10月
4日(土)
11：00～

中央会青年部会
「かごんまわっぜかフェスタ’25」
鹿児島市「天神おつきや商店街ぴらも～る」

24日(金)
17：00～

青年部50周年記念講演会
「後継者不在の時代にこそ、“志”が継ぐ
力となる」
鹿児島市「かごしまBizホール」

16日(木)
14：00～

令和7年度ネットワーク活用セミナー
「鹿児島県内におけるサイバー攻撃の実
態とその備え」
鹿児島市「かごしまBizホール」

令和7年11月
6日(木)
9：00～

組合士検定試験対策講座（会計・制度・運
営）
鹿児島市「かごしまBizホール」

30日(木)
14：00～

人材確保・人材育成講習会
「社員のやる気を引き出す『言葉の力』
～ぺップトーク＆質問力～」
鹿児島市「かごしまBizホール」

31日(金)
14：00～

外国人技能実習制度適正化講習会
「育成就労制度によって何がどう変わる
のか～外国人雇用を巡る展望～」
鹿児島市「ホテル・レクストン鹿児島」

今月の表紙
第 29回　名水丸池感謝の夕べ

　鹿児島県姶良郡湧水町にある「丸池湧水」は、環境省の「名水百
選」に選ばれた美しい湧水池です。池の底からこんこんと湧き出す清
水は一年を通して水温が一定で、透き通った青緑色の水面が訪れる
人々を魅了します。
　毎年秋には、丸池の水面やせせらぎの道が約2,000本の竹灯籠に
やさしく照らされ、幻想的な光景が広がり、会場ではキッチンカーに
よるマルシェやステージイベントも行われ、灯りと音楽が織りなす幽
玄の世界をお楽しみいただけます。　　
　この催しは、日頃から私たちを潤し、支えてくれる丸池湧水への感
謝の思いを込めて実施するものです。
　ぜひ、丸池の魅力を全身で感じに、ぜひお越しください。

■　試験日　令和2年12月6日（日）
　　　　　　10：00～16：00
■　試験地　中央会会議室
■　お問い合わせ先　総務企画課
　※　詳細はP11をご確認ください。

中央会創立70周年記念式典・祝賀会

開 催 日　令和７年１２月８日（月）
場　　所　城山ホテル鹿児島
記念式典　１５：００～　
記念講演　１６：００～　
　講　師　オフィス安川代表　
　　　　　安川　周作　氏 （（株）島津興業 元専務取締役）
　テーマ　『日本の産業革命と薩摩
　　　　　　　　～先人に学ぶ経営術～』
祝 賀 会　１８：００～

☆お問い合わせは総務企画課まで

※各種都合により、変更になる場合は改めてご案内いたします。

お問い合わせ

鹿児島県中小企業団体中央会
鹿児島市城山町1番24号 鹿児島県中小企業会館2階

TEL：099-222-9258　FAX：099-225-2904
情報誌へのご意見・ご要望はこちらまで

magazine@satsuma.or.jp

「さつまのメルマガ（略称『さつマガ』）」
の登録はHPもしくは二次元バーコードから!!

https://www.satsuma.or.jp/
mailmagazine

表紙・本文中で登場する
ぐりぶー＆さくらとその子供達は
鹿児島県のＰＲキャラクターです♪

©鹿児島県ぐりぶー  ♯811

「＠湧水町役場商工観光PR課」
1716



発行所／鹿児島県中小企業団体中央会
　　　　鹿児島市城山町 1 番 24 号 鹿児島県中小企業会館 2 階　〒892-0853 電話：099-222-9258　FAX：099-225-2904
発行人／小正芳史　印刷所／株式会社イースト朝日 電話：099-266-5522　FAX：099-266-5523

鹿児島県中小企業団体中央会
〒892-0853 鹿児島市城山町 1番 24 号
　　　　　   鹿児島県中小企業会館 2F　　　　　 
TEL：099-222-9258 FAX：099-225-2904


